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本日のご報告内容

具体 的 な 措 置 、方 策 等 担当府省 実施時期
 令和７年（2025年）を目途に策定予定の国民経済計算
の新たな国際基準（2025ＳＮＡ（仮称））策定に向け
た国際議論に引き続き積極的に関与するとともに、で
きる限り速やかにその実装を図るため、基礎的な検討
を着実に進める。

内閣府 令和５年度（2023
年度）から実施す
る。

（参考）第III期公的統計基本計画における記述
国民経済計算に係る国際基準策定プロセスへの関与を強化するため、国際議論への積極的参画

を図りつつ、理論的・実務的な研究を実施する。また、それらの研究を踏まえ、ＯＥＣＤ等の国際会議
において積極的な意見表明を実施する。

【第Ⅳ期公的統計基本計画】

 令和４年１月の本部会では、国民経済計算の新たな国際基準（2008SNA改定。以下、
2025SNA（仮称））に向けた国際的な議論の状況（主に改定の方向性やスケジュー
ル）をご報告。その際、委員より、次の国際基準については、これまでより速やか
なJSNAへの実装を目指すことが重要との御意見をいただいた。

 これを踏まえ、本年３月に第IV期公的統計基本計画が策定（具体的な記述は下記参照）。
 この間、国際的な議論がある程度進展するとともに、内閣府において、データの資
本化を中心に、将来の早期の実装を見据えた基礎的な研究・検討を進めているとこ
ろ。本日は、国際議論の状況のアップデートとともに、内閣府における主な検討状
況についてご説明。
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国際基準 主な内容 日本の対応開始時期

1953SNA 経済のフロー面を捉える「国民所得勘定」の整備 1966年

1968SNA
フロー面に加え、ストック面を捉えるよう拡張
：国民所得勘定、産業連関表、国際収支表、資金循環表、
貸借対照表を包含する体系へ

1978年

1993SNA
部門別の勘定の詳細化。消費概念の二元化、無形固定資産
（ソフトウェア等）の導入、社会資本の固定資本減耗の計
上、FISIMの配分 等

2000年

2008SNA
（※）

知的財産生産物の導入（研究開発（R&D）の投資計上等）、
兵器システムの投資計上、雇用者ストックオプションの導
入、企業年金の記録方法の改善 等

2016年

2025SNA
（仮称）

2008SNAは2025年目途に改定予定。主な検討課題は、①
デジタル化、②グローバル化、③ウェルビーイングと持続
可能性、④コミュニケーション等

採択後できる限り速
やかな導入を目指す

（※）国連での採択は2009年2月。

国民経済計算の国際基準の沿革
これまで、1953年以降、国際連合において、４つの国際基準が採択。最新の基準は2008SNA

であり、我が国は基本的に2016年に対応。現在、2025年の採択に向けて、2008SNAの次の国
際基準の検討が国際的な場で行われている。
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2020年3月 国連統計委員会 ⇒2008SNA改定作業開始

2024年3月（予定） 2008SNAからの改定事項案を国連統計委員会に提出

2025年3月（予定） 国連統計委員会 2025SNA（仮称）を採択

2025SNA（仮称）に向けた国際的議論の流れ

2020～2023年 手引書（Guidance Note）の作成
⇒順次、各国統計作成部局への照会 ← 現 在

2024年中（予定） 2025SNA（仮称）草案
年内に国民経済計算に関する国際機関事務局間WGで承認

国際基準の改定プロセス

内閣府では、第III期及び第IV期公的統計基本計画を踏まえ、
・継続的に国際議論に積極的に関与
（国連・OECDの会議への参画※、検討内容のプレゼンを含む）
※国連統計委員会、国連欧州統計委員会、OECD/SNA作業部会、OECDデジタル関係専門家会合

・採択後のできるだけ速やかな導入を目指して基礎的な検討を実施

（※）手引書の全体像は参考資料参照。国際収支統計の国際基準（BPM）
についても同時並行で改定に向けた議論が進行
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主なテーマ 主な問題意識

デジタル化

2008SNA策定時以降、急速に進展している経済のデジタル化をSNAの体系に
如何に的確に反映できるか。
－データ駆動型経済への変化、暗号資産、無料のデジタル生産物の拡大 等

※一部は、サテライト勘定で対応することが想定

グローバル化

2008SNA策定時以降も進む更なるグローバル化にSNAの体系が如何に的確に
対応できるか。
－知的財産を擁しグローバルに展開する多国籍企業の重要性 等

※一部は、サテライト勘定で対応することが想定

ウェルビーイ
ング及び
持続可能性

豊かさの計測に関する議論が深まる中、SNAの体系の中で如何にwell-being
や持続可能性の要素を取り込めるか。
－Stiglitz-Sen-Fitoussi報告等で豊かさをより的確に計測する重要性の指摘 等

※多くについて、サテライト勘定で対応することが想定

コミュニケー
ション

複雑なSNA統計へのユーザーの理解・使い勝手を如何に高められるか。
－用語見直し、総生産だけでなく純生産概念の強調 等

※ この他、金融関連事項等に係る各種課題あり（次ページ参照）。

2025SNA（仮称）に向けた主要検討テーマ
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2025SNA（仮称）に向けた検討テーマの全体像
デジタル化

グローバル化 ウェルビーイング、持続可能性

コミュニケーション

金融関係等

データの価値計測・資本化
無料のデジタル生産物

暗号資産 NFT 人工知能
クラウド・コンピューティング
デジタル供給・使用表（SUT）

デジタル仲介プラットフォーム 等

マーケティング資産
多国籍企業取引 特別目的会社

多国籍企業の知的財産生産物の経済的所有
グローバルバリューチェーンと付加価値貿易

工場を持たない財の生産者 等

家計の所得・消費・富の分布
無償家計サービス生産 健康・医療分野

労働・教育訓練・人的資本 自然資源の枯渇
生物資源再分類 鉱物エネルギー資源の評価

再生可能エネルギー資源 引当概念
排出量取引制度 環境分類 等

譲許性貸付 ハイブリッド保険・年金商品 ファクタリング
金融機関・資産分類詳細化 非上場株式、留保利益の計測改善

賃貸料の扱い インフォーマル経済の分類 イスラム金融の取扱 等

用語の適正化 統計公表物のコミュニケーション 国際基準準拠の評価 「純」集計量の強調

（注）ガイダンスノート段階であり、国際的な議論の結果、2025SNA（仮称）には反映されなくなる可能性のある事項を含む。
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 デジタル化、情報化社会の進展の下、各種経済活動において、データは重要な生産要素
 データは、繰り返し生産活動に利用され得る。よって、SNAの固定資産の概念に合致
⇒ガイダンスノート照会を経て、2025SNA（仮称）で、データを固定資産と記録する方向へ

データの定義（ガイダンスノートにおける定義案）
『現象にアクセスし、観察し、これらの現象の情報要素をデジタル形式で記録、整理、保存
することによって生成される情報コンテンツであり、生産活動に使用した場合に経済的利
益をもたらすもの』

データプロダクションチェーンの概念図（ガイダンスノートより）

デジタル化：データの資本化

出所：Mitchell, J., Ker, D., Lesher, M. (2021), “Measuring the economic value of data”, OECD Going Digital Toolkit Measurement Note, No.20
より内閣府作成。

“観察可能な現象”

“データ”
生産資産

“データベース”
生産資産 “洞察”

生成された財・サービス

• 特徴や性質を測定し、記
録することができる事象
（そのうち記録されるも
のは極めて少ない）

観察した記録へのアクセ
スは、無償で誰でも利用
できる場合や、明示的ま
たは暗黙的な取引（ＳＮ
Ｓ等）による場合があり
得る

記録 整理 分析 産出

• “観測可能な現象”を
測定し、デジタル形
式で記録したもの

• 収集される情報やそ
の用途により具体的
な測定方法や記録形
式は異なる

• 分析および参照に用い
るため整理され、構造
化された“データ”

• 他の資産（ソフトウェ
ア、データベース管理
システム）と組み合わ
される。

• 整理は記録と同時に行
われるかもしれない。

• “観察可能な現象”から得
られる事実、詳細、統計

• データ資産からの産出
• データ（ベース）を所有
する組織内で使用される
か、他者（企業、家計、
政府機関、非営利団体）
に中間消費または最終消
費として販売される。
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試算結果の概要
 2010-2020年の11年間について、諸外国の先行研究と同様、コスト積上げ方式により、
データ、データベース、データ分析の産出額の試算値を作成。

コスト積上げの主要項目である人件費分について、webアンケートにより、広義のデータ作
成に関連する職業従事者について、データ関連業務の従事率や労働時間に占めるデータ関連
業務の比率を推計したほか、データの利用期間や利用先（自社or外販）を調査。

諸外国の試算では、データ資産の範囲がそれぞれ異なっている（注１）ことから、比較のため
に、それぞれの範囲にあった試算値を推計し、諸外国と比較

我が国の一国計の試算結果は、名目GDPに対する比率としては、1～3％程度となり、諸外
国の試算結果（注２）と同程度。利用期間１年以上のデータとデータベースのみだと約１％。

（注１）国によって、政府部門やデータ分析を含むか否か、利用期間が１年未満の自社使用分を含むか否か
等が異なっている。

（注２）上記のように、国によって試算範囲が異なるため直接の比較が困難であることに留意が必要である
が、各国の名目GDP比の試算値は、アメリカ0.8％（2020年）、カナダ1.9％（2018年）、豪州
2.9％（2016年）、オランダ3.0％（2017年）等となっている。

デジタル化：データの資本化

• 昨年度より、委託研究を実施。諸外国の先行研究を参考として、一国全体のデータ等の産
出額の試算を実施。その際、データに加えて、データベース（※）、データ分析(広義の
データ）についても試算。 （※）現行JSNAではソフトウェアと一体的な部分のみ投資として捕捉

• 2023年５月に、2022年度の研究成果として、「2025SNA（仮称）に向けたデジタル経済
の計測に関する調査研究－データの資本としての記録方法について－」報告書を公表、６
月７日のOECD専門家会合で発表。<https://www.esri.cao.go.jp/jp/esri/prj/hou/hou088/hou088.html>

• 2023年度においても引き続き、償却率を含め、実装を念頭に置いた基礎研究を実施。

内閣府における取組

https://www.esri.cao.go.jp/jp/esri/prj/hou/hou088/hou088.html
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グローバル化：マーケティング資産
マーケティング資産に関する国際的議論
 2008SNAでは、非生産資産として扱われている「のれん・マーケティング資産」（注）のう
ちマーケティング資産について、ブランド価値を生み出し競合他社製品との差別化を行う
ための無形の知識資本として、特にグローバルな生産体制を持つ多国籍企業における利益
移転を含む経済力の重要な源泉としての役割を重視し、新たに生産資産（固定資産、うち
知的財産生産物）として位置付ける方向で議論。（注）なお、のれんは引き続き非生産資産として扱われる。

 なお、マーケティング資産が生産資産となる場合、これに従い、それを源泉とする商標使
用料やフランチャイズ料等は、財産所得ではなく、サービスの供給と使用として位置付け
（R&Dと特許権使用料等のアナロジー）。

⇒各国へのガイダンスノートの照会を経て、本年３月の専門家会合において以下の方針が提示。
 2025SNA（仮称）において、マーケティング資産を生産資産（固定資産）として扱う
 このため、広告及びマーケティングに係る支出は投資として考慮されるべき
 マーケティング資産への投資は市場生産者に限定する（政府部門等は除外）

マーケティング支出の資本化に係る主な要検討事項
 総固定資本形成に記録すべき範囲の考え方（短期的な販促目的の広告等を除くか）
 自己勘定分のマーケティング支出（広告宣伝費等）の把握が可能か。

※ただし、他の知的財産生産物投資との重複に留意が必要。
 恒久棚卸法によるストック推計のための償却率をどう設定すべきか（先行研究では２~３年
などの短めの使用期間を想定）。

（注）マーケティング資産の生産資産としての位置づけに係る整理や課題について、岩永・萩野（2023）「資産境界の拡大とマーケティング資産の取り扱い」.
国民経済計算関連論文, No.9を参照。また、次頁の諸外国に関する参考文献は以下の通り。

van Rooijen-Horsten, M., van den Vergen, D., de Haan, M., Klinkers, A., and Tanriseven, M. (2008), “Intangible capital in the Netherlands: 
Measurement and contribution to economic growth”, Statistics Netherlands Discussion Paper, 08016

Martin, J. (2019), “Measuring the other half: new measures of intangible investment from the ONS”, National Institute Economic Review, Vol. 249
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グローバル化：マーケティング資産
広告支出の資本化範囲 市場調査の資本化範囲 自己勘定分の有無 GDP比

オランダ
van Rooijen-
Horsten et 
al.(2008)

・新聞広告の87%、専門誌の95％（先行
研究より求人広告を除く分）

・パンフレット、チラシの50%
・無料の地方誌以外の広告、マーケティン
グ支出の100%

市場調査費の全額と仮定 試算対象外 2005年
2.2％

英国
Martin(2019)

ダイレクトメール、オンラインサーチ広告、
クラシファイド広告といった資本化対象外
を考えられる支出を除くと６割程度である
ことから、６割と設定。

保守的な仮定として市場
調査費の８割と仮定

関連職種の労働者の
人件費、従事時間割
合からコスト積上げ
で試算

2020年
1.2%

（注１）広告の業界データは、電通「日本の広告費 インターネット広告媒体費の詳細分析」、mrs広告調査「広告出稿統計」、市場
調査の業界団体調査は、日本マーケティング・リサーチ協会「経営業務実態調査」。

（注２）前頁の国際議論を踏まえ非市場生産者分は、「平成27年産業連関表」の産出先のうち非市場生産者比率を控除。
岩永・萩野（2023）においては、広告支出について、電通「日本の広告費」の内訳のうち「プロモーションメディア広告」

（屋外広告、交通広告、折込ちらし・DM、フリーペーパー、POP、イベント・展示・映像といった方法による広告）について、
販売促進費の性格が強いと考え控除し、2022年の資本化対象は8割弱としている。

（注３）自己勘定分については試算の対象外。

各国の例を参考に、広告や市場調査等の支出について、資本化の範囲を検討。
• 広告は、「特定サービス産業動態調査」（広告業の売上内訳）やインターネット広告の内訳に
関する業界データ等（注１）に基づき、折込み・DM、新聞広告の一部、インターネット広
告のうち検索連動型や成果報酬型等を控除。結果、概ね７割前後が資本化対象（注２）。

• 市場調査等は、業界団体調査（注１）における市場調査業界売上高に占める官公庁向け等
を除き８割程度が資本化対象と設定。

→ JSNAの推計値をもとに上記の比率を踏まえてマーケティング資産投資額を暫定的に試
算すると、過去10年の平均で名目GDP比で見て1％弱（注３）

諸外国の先行研究における研究・試算例

（注）クラシファイド広告とは、募集や告知についての数行程度の簡素な広告を目的や地域によって分類し一覧掲載する形式の広告。
英国のGDP比は、Martin(2019)を踏まえて作成されているONS” Experimental estimates of investment in intangible assets in the UK”における計数。

マーケティング資産の投資フローに関する検討
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ウェルビーイングと持続可能性

2025SNAに向けたテーマ
サテライト勘定での対応

• 家計の所得・消費・資産の分布

• 家計の無償サービス生産価値

• 教育訓練と人的資本ストック
等

本体系での対応

• 労働勘定の詳細化

• 自然資源（鉱物・エネルギー資源等）の枯渇

等

 過去にフロー面（所得、消費等）の分布
の研究実績。現在、資産を含め研究中

 2022年に、費用アプローチ、生涯所得
アプローチの研究・試算を公表

 無償労働の貨幣評価の推計値を過去５年
おきに公表（2021年値は本夏公表を目指す※）

 ガイダンスノートにおける国際議論動向
を踏まえて対応を検討中

ESRIにおける対応

 近年のウェルビーイング指標に関する議論の起点は、2010年のStiglitz-Sen-Fitoussiレ
ポート。同レポートでは、①伝統的なGDPイシュー、②生活の質（QOL)、③持続可能性と
環境の三つのテーマから統計におけるウェルビーイング計測に係る提言を行っている。
（※）①では、GDPに加え純概念のNDP（国内純生産）やNNI(国民純所得）、家計所得・消費等に注目すること、家計所

得・消費・資産の分布の把握、家計の無償活動（家事活動）の計測の重要性等が指摘されている。
 こうした議論を踏まえ、2025SNA（仮称）に向けては、サテライト勘定の活用を中心に、広
義のSNA体系の枠組みの中で、いかにウェルビーイングを把握していくかが議論

固定資本減耗と枯渇をGDPから
控除したNDP等の重要性も議論

内閣府では、別途、以下の研究も実施
・ウェルビーイングの指標
・環境要因を考慮した経済統計・指標

※これまで同様の無償労働の貨幣評価に加え、国際議論を踏ま
え、同時並行活動や子どもの見守りの貨幣評価、「家計サテ
ライト勘定」の検討・作成等も今年度末にかけ検討予定。



参考資料
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デジタル化に関するGN
項目 概要

デジタルSUT サテライト勘定としてのデジタルSUT作成を通じたデジタル経済の把握

データの資本化 デジタル化されたデータに対する支出を総固定資本形成として記録

無償デジタル生産物の扱い ①本体系での概念整理（広告サービスと抱き合わせとしての生産物）
②サテライト勘定での無償デジタル生産物（家計製作分含む）価値計測等

人工知能（AI）の明確化 コンピュータ・ソフトウェアとともにAIを位置付け、捕捉

クラウドコンピューティング 定義の明確化、サービス供給者・使用者の投資や国際取引の計測等

暗号資産 特に、負債のない暗号資産の資産としての位置づけ、取引等の記録方法

非代替性トークン（NFT） 所有権移転の程度に応じて消費、非生産資産、各種資産として記録

デジタル仲介プラットフォーム 定義の明確化、関連取引をグロスではなくネットで記録

（注）このほか、国際基準の変更を伴うものでなく各国への照会がないGNとして、デジタル化を踏まえた価格・数量計測上の
論点と事例を整理したものがある。
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グローバル化に関するGN
項目 概要

輸出入の評価 財の輸出入をFOBでなく取引価額で評価する可能性（ただし見送り）

多国籍企業（MNEs）の取扱 定義の明確化、GNIや国民所得の強調、部門勘定の内訳でのMNEsの表章

特別目的会社（SPEs）の取扱 重要な国では、部門別勘定の内訳補足情報として海外支配SPEsを表章

知的財産生産物の経済的所有権 国際展開するMNEs内の知的財産生産物資産の帰属の在り方

マーケティング資産 ブランド・ロゴ等のマーケティング支出を投資に位置づけるか否か等

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾊﾞﾘｭｰﾁｪｰﾝ,付加価値貿易 サテライト勘定としての拡張供給・使用表、付加価値貿易指標の作成

工場のない財生産者（FGPs）等 FGPsに係るｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ取引（完成品輸出、原材料輸入）のグロス記録等



項目 概要

家計所得・消費・富の分布 ｻﾃﾗｲﾄ勘定で、マクロ集計量と整合的な階層別等の所得・消費・富の計測

家計の無償サービス生産 ｻﾃﾗｲﾄ勘定で、家事活動など無償の家計サービスの価値の計測

労働・教育訓練・人的資本 労働勘定の詳細化、ｻﾃﾗｲﾄ勘定で教育・訓練支出表や人的資本の計測

自然資源の経済的所有と枯渇 鉱物ｴﾈﾙｷﾞｰ資源や非育成生物資源の枯渇（生産費用として）の記録等

排出量取引制度 排出量取引制度の下での国への排出枠関連支払の記録の在り方

環境分類 金融資産、固定資産、政府の税・補助金における環境関連内訳の記録等

引当 終末費用の記録の国際会計基準との整合、参考情報としての引当の記録

健康状況（医療関連指標） ｻﾃﾗｲﾄ勘定としての医療詳細勘定や主要医療関連指標の作成

生物資源 育成・非育成の区分から移動性・非移動性生物資源への変更可否等

鉱物エネルギー資源 詳細なレベルでの推計の可否、非商業ベースの鉱床等への拡張の可否等

再生可能エネルギー資源 割引現在価値による再生可能エネルギー資源（自然資源）の記録の可否

税とサービス支払の区分 ライセンス取得に関する強制的な政府への支払等の記録の在り方

SNAの枠組みの強化・拡大 上記の各種のウェルビーイング、持続可能性に関するGNのまとめ
14

ウェルビーイング、持続可能性に関するGN
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コミュケーションに関するGN
項目 概要

国際基準との整合性評価 国際基準各項目への準拠の度合を各国において評価する仕組みの在り方

国際基準における用語の改善 勘定表や各項目について、より分かりやすい用語への改善の在り方

統計公表に係るｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 統計の性質の区分（公式/暫定/実験）、改定要因の分析、テーマ別/拡張表

純集計量のプレゼンテーション 固定資本減耗や枯渇を控除した国内純生産（NDP）等のネット概念の強調

その他金融関連等に関するGN
項目 概要

イスラム金融の扱い 利息禁止、ﾌﾟﾛﾌｨｯﾄｼｪｱﾘﾝｸﾞ慣行等のイスラム金融の計測の在り方

インフォーマル経済の枠組み インフォーマル部門や生産活動に係る定義・範囲の整理

賃貸料の扱い 賃貸料の範囲、勘定体系における位置づけ、コスト積上げ計算への算入
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その他金融関連等に関するGN
項目 概要

貸出・借入の評価 貸出・借入の記録の本体系・参考系列での記録の在り方

非上場株式の評価 非上場株式の資産価値に係る複数の計測手法の取扱の明確化

ハイブリッド保険・年金商品 生保・損保混合のﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ保険や雇用関係のない民間年金の扱い明確化

再投資収益の記録の拡張 参考系列で海外ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ投資、国内民間・公的企業の再投資収益の記録

フィンテックとマクロ経済統計 必要性に応じ部門や金融資産の補足情報としてﾌｨﾝﾃｯｸ関連内訳の表章

金融資産、部門分類の詳細化 金融機関の内訳部門の更なる詳細化、デリバティブ資産の詳細化等

海外勘定における留保利益 直接投資再投資収益の計測範囲の明確化

譲許性融資 雇主から雇用者への譲許性融資について移転要素を経常移転として記録

金融資産の売買マージン計測 ﾃﾞｨｰﾗｰﾏｰｼﾞﾝの計測の難しさに鑑み、手法の選択肢や少額の場合の捨象等

ファクタリング取引の取扱 売掛債権の買取サービスの取扱の精緻化（金融資産分類と手数料取引）

（注）これらのほか、GNの議論の中で、横断的に発生している課題に対して、論点を整理したIssue Noteも数点ある。
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（参考）2023年3月国連統計委員会での議論
欧州各国を中心に、2025SNA（仮称）について、対象範囲を広げすぎること

について抑制的なコメントが寄せられている。発展途上国からは、2025SNA
が採択された場合でも、その導入に対する支援を求める発言が出されている。

（例）
• 本体系については、頑健な統計及び推計方法に基づき、注意深い検討を経
て貨幣で計測できるようになったもの以外は導入するべきではない。

• ガイダンスノートでは、非常に多くの概念の拡張、補足計数表・勘定、サ
テライト勘定が提案されているが、明確な優先順位をつけて対処すべきで
あり、新たな要素の導入は信頼性・国際比較性も衡量して判断すべき（仮
定に依存する自然資源（再生可能エネルギー資源）等の導入には懸念あ
り）。

• ユーザーの要望だけでなく、実装可能性、データ品質（完全性、一貫性、
国際比較可能性）の保持に注意を払うべき。

• ガイダンスノートの国際協議に対して国連加盟国の25%以下しか回答して
いない領域があり、対応案の正当性に疑問符が付く。課題が複雑すぎて、
課題と結果を明確に理解して協議に臨むことが難しくなっている可能性が
あり、強い国際的な支持がない場合、次の改定に持ち越すべき。

• 多くの途上国は2022年でようやく2008SNAを導入していることに留意す
べき。


